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薬価制度の概要

１．薬価基準は、医療保険から保険医療機関や保険
薬局（保険医療機関等）に支払われる際の医薬
品の価格を定めたもの。

２．薬価基準は、平成２８年２月１０日に中医協がとり
まとめた「薬価算定の基準について」に基づき、
厚生労働大臣が告示。

３．薬価基準で定められた価格は、医療機関や薬局
に対する実際の販売価格（市場実勢価格）を調査
（薬価調査）し、その結果に基づき定期的に改定。
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薬価制度について

１. 現行（H28.12現在）の薬価制度
（１）新医薬品の薬価算定
（２）新規収載後発医薬品の薬価算定
（３）薬価改定

２. 薬価制度の抜本的改革
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１．現行（Ｈ２８．１２現在）の薬価制度

（下線部は、平成28年度薬価制度改革による

導入・修正箇所）
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（１）新医薬品の薬価算定
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（中央社会保険医療協議会薬価専門部会（第121回）より） 5



（中央社会保険医療協議会薬価専門部会（第121回）より） 6



（中央社会保険医療協議会薬価専門部会（第121回）より） 7



（中央社会保険医療協議会薬価専門部会（第121回）より） 8



（独立行政法人 医薬品医療機器総合機構 資料より）
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（中央社会保険医療協議会薬価専門部会（第121回）より） 10



（中央社会保険医療協議会薬価専門部会（第121回）より） 11



（中央社会保険医療協議会薬価専門部会（第121回）より） 12



（中央社会保険医療協議会薬価専門部会（第125回）より） 13



（中央社会保険医療協議会薬価専門部会（第125回）より） 14



（２）新規収載後発医薬品の
薬価算定
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（中央社会保険医療協議会薬価専門部会（第121回）より） 16



（３）薬価改定
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薬価改定の流れ

6月、内閣へ骨太の方針（予算編成の骨格）
案を答申

12月、政府の予算編成過程の中で改定率を
決定

9月～10月医療保険部会と医療部会で診療
報酬改定に係る基本方針を審議

1月中医協へ改定率と基本方針を前提として
診療報酬点数の改定案を作成するよう諮問

9月から10月薬価調査
10月改定率に対して厚労大臣に意見提出
3月厚労大臣へ診療報酬点数改定案を答申

経済財政諮問会議

内閣

社会保障審議会

厚生労働大臣

中医協

18



19



20



（中央社会保険医療協議会薬価専門部会（第121回）より） 21



（中央社会保険医療協議会薬価専門部会（第126回）より） 22



（中央社会保険医療協議会総会（第317回）より） 23



（中央社会保険医療協議会総会（第317回）より） 24



（中央社会保険医療協議会薬価専門部会（第121回）より） 25



（中央社会保険医療協議会薬価専門部会（第121回）より） 26



（中央社会保険医療協議会薬価専門部会（第124回）より） 27



（中央社会保険医療協議会薬価専門部会（第117回）より） 28



（中央社会保険医療協議会薬価専門部会（第124回）より） 29



２．薬価制度の抜本的改革
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（新潮45 11月号 「医学の勝利が国家を滅ぼす」（里見清一）より） 31
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原則１：市場実勢価格と乖離した薬価差は国民に還元する
・全品を対象として、保険収載後、年1回以上薬価（後発品を含む）を見直すこと
・効能追加等に伴う一定規模以上の市場拡大に対して年4回薬価を見直すこと
・薬価算定方式の正確性・透明性を徹底し、国民への説明責任を果たすこと
・特に高額医薬品等について、外国価格調整の方法を改善すること
・薬価調査を政府として検証し、それを踏まえて調査自体の見直しを検討すること

原則２：革新的新薬の創出を進めるため、イノベーションを推進する
効果的な仕組みとする
・ 新薬創出・適応外薬解消等促進加算制度について、ゼロベースで抜本的に見直すこと
・革新的新薬創出を促進するため、費用対効果評価を薬価の仕組みに本格導入すること
・画期的な新薬創出の促進のためのインセンティブ措置を講じること

原則３：流通面における公正取引、安定化・効率化を推進する
・ 公正取引の推進、市場環境に伴う収益構造への適切な対処を進めること
・ 適切な価格形成を図るため、単品単価取引の徹底、早期妥結の促進を図ること

原則４：制度改革のＰＤＣＡを推進する
・ 制度の具体化に当たっては、基本方針を踏まえるとともに、工程を明らかにして取り組む
こと。また、制度改革の効果をしっかり検証・公表し、必要な見直しを加えていくこと
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２８．１２．２０四大臣基本合意
薬価制度の抜本改革に向けた基本方針

・新薬収載の機会を最大限活用して、年４回薬価を
見直す。

・全品を対象に、毎年薬価調査を行い、その結果、
価格乖離の大きい薬品などは毎年薬価改定を行う。

・新薬創出・適応外薬解消等促進加算制度を抜本的
に見直し、費用対効果評価を本格的に導入する。
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